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上垣 渉 **･田 中 伸 明 ***

TheDevelop-entoftheCurriculu- forJapaneseLowerSecondarySchools

PostWorldWarⅡaccordingtoGHQ/SCAP'sRestrictedDocu-ents:

TheReorganizationoftheNew Mathe-aticsCourses

intheLowerSecondaryCurriculu-

WataruUEGAKI,NobuakiTANAKA

Abstract

AfterWorldWarII,JapaneseeducationwasunderthestrictcontroloftheCivilInformation& Education

Section (CI&E)ofGeneralHeadquarters/SupremeCommanderfortheAlliedPowers(GHQ/SCAPS).

WhatdidCI&EsuggestorrecommendfortheJapaneseMinistryofEducationwhentheMinistrywasfacedwith

thereorganizationofthecurriculum forLowerSecondaryschools? Byuslngtherestricteddocumentsof

GHQ/SCAPS,thisthesisclarifiesthecurriculum reorganization.

ThefeaturesofCI&E'ssuggestionorrecommendationwereasfollows:

(1)cI&EcriticizedJapanesecurriculum forhavingbeenorganizedbysubjectmatter,andsuggestedthat

itshouldbechangedovertoanempiricalcurriculum (OnSept27,1947)

(2) cI&E recommended thatcentralism should beeliminated and thatdecentralization should be

implementedinJapaneseeducation.(OnNov13,1947)

(3)cI&EintendedtohaveequaleducationalopportunitiesforthesexesincorporatedintoJapaneselower

secondarycurriculum,andtheyappreciatedthatelectivevocationalsubjectswouldbeofferedforgirlsin

thenewcurriculum (OnNov20,1947)

(4)cI&Eorderedthatvocationaleducationshouldbegiveninthelowersecondarycurriculum,because

newlowersecondaryschoolswouldbeterminalschoolsforthemajorityofJapanesechildren.

(5)Newmathematicscoursesinthelowersecondarycurriculum wereorganizedas"GeneralMathematics",

whichwastreatedasanemplricalandpragmaticcourse.

TheCI&E'Sintentionshad agreatinfluenceon thereorganization oftheJapaneselowersecondary

curriculum.

1. はじめに

第2次世界大戦後､我国の学校教育は､連合国最高

司令官総司令部 (GHQ/SCAPl))の下部組織である

民間情報教育局 (CI& E2り の管理下にあった｡占領
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下でなされた学校教育の教科課程の再編成は､日本側

に組織された教科課程改正委員会 (会長 野村武衛3り

によ り検討 されたが､ その審議 に対 して､

GHQ/SCAPの CI& Eが大きく介入したことは想像

に難くない｡しかしながら､米国側の占領政策を記し

た文書が長らく機密扱いされていたこともあり､それ

は､明らかとなっていない｡

現在､国立国会図書館憲政資料室で公開されている

GHQ/SCAPが残 した機密文書 "RecordsofAllied
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Operationaland Occupation Headquarters,World

warⅡ''[RG331](呼称 ｢GH(～/SCAP文書｣､以下

｢在米史料｣)は､戦後日本の学校教育改革に対 し､

GHQ/SCAPがどのような評価を与え､どのような

指示勧告を行ったのかを知る第 1級の史料である｡

筆者らは､｢在米史料｣を用いて終戦後の数学科編

成過程がいかなるものであったかを探ってきた｡その

うち､上級中等段階と初等段階 (新制高等学校と新制

小学校)については､すでに拙論41を著している｡ し

かしながら､下級中等段階 (新制中学校)については､

未だ論が及んでいないところである｡

本論文では､CI&Eが残 した機密文書記録を用い

て､日本側によりなされた下級中等段階 (第 7学年か

ら第9学年まで)の教科課程編成に対して､彼らがど

のような指示､勧告を行っていたかを明らかにし､新

制中学校の ｢数学科｣が､その教科課程上に位置づけ

られる過程について論じてみたい｡

2.6-3-3制への移行勧告

戦後なされた教育改革のうち､我国の中等教育に最

も大きな影響を与えたものは､学制改革による6-3-3

制への移行であると言ってよい｡6-3-3制は､1946年

3月の ｢アメリカ教育使節団報告書｣5-に端を発する

もので､｢アメリカ教育使節団報告書｣には､

｢われわれは､小学校に引き続いて三年間､すべ

ての少年少女を対象に ｢下級中等学校｣を設ける

ことを勧める｡- (中略)-｡われわれは､この

｢下級中等学校｣への就学を三年間の､あるいは

十六歳までの義務とすることを勧める｣61

｢この ｢下級中等学校｣の上に､授業料は徴収せ

ず､希望者は全員が入学できる三年制の ｢上級中

等学校｣を設けることを勧める｣7)

とあり､従来､義務を課さなかった複線型の中等教育

から､義務教育となる ｢下級中等部分｣と義務教育で

ない ｢上級中等部分｣とに分けた単線型の中等教育へ

の移行が勧告されていた｡

教科課程改正準備委員会は､1946年4月 17日の第

1回会議において､

｢現行学制を前提とし米国教育使節団報告書等を

参照して教科課程改正を協議して行 くこと｣

という方針を立てた｡この方針には､｢現行学制を前

提｣としつつも､6-3-3制を勧告 した ｢アメリカ教育

使節団報告書｣に十分配慮しなければならない旨が謡

われており､その苦渋ぶりが察せられるのである｡

1946年 6月 11日付の ｢在米史料｣"Ministryplans

forcurriculum revision"81こは､中村新一9㌧ 野村武衛

が､CI&E教育課を訪れ､∫.C.トレーナー10-と6-SIS

渉 ･田中 伸明

制に関しての会談を行ったことが記録されている｡こ

の史料の9番目の項目として､以下のような記述が見

られる｡

｢中等教育に対して､この種の思索を､彼らは未

だかつて行ったことは無いが､ トレーナーは次の

2つの問題を検討するよう指示した｡

a.校種が多様であることから生 じている中等教

育の甚大な複雑さを､いかにしてシンプルなも

のにするか｡

b.中等教育での学習プログラムもいかにしてシ

ンプルなものにするか｣117

当時､わが国の学制は､ヨーロッパ流の複線型となっ

ており､特に中等教育の構図は極めて複雑であった｡

主なものだけでも､中学校 (旧制)､高等女学校､国

民学校高等科､青年学校､実業学校と修業年限の異な

る中等学校が設置されていた (｢史料 1｣参照)｡とり

わけ､国民学校高等科卒業後が事実上 ｢袋小路｣状態

となっていたことは､解決されるべき課題であり､こ

の日､ トレーナーは､この点の改善を指示したことが

わかる｡｢アメリカ教育使節団報告書｣に従い､6-3-3

制移行を実現させることは､CI&Eにとっても至上

の命題であったのである｡

一方､しかし､この ｢在米史料｣の7項目に､

｢彼らは､6-3-3制の可能性をすでに議論をして

はいるが､結論にはまだ達していない｣12-

という記述があり､6月時点では､文部省内の議論は

まだ煮詰まっていなかったことに触れられている｡

史料1 1944年当時の学制図13)
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次に､8月 2日付の ｢在米史料｣"Reorganizationof

SecondarySchools"14)によれば､中等教育課長の中村

と2名の部下､青少年教育課長の坂元 15)と2名の部

下､さらに2名の視学官により､教育刷新委員会16)

発足に先行して､文部省内で6-3-3制への移行につい

て検討をし､学校現場への調査も踏まえて､CI&E

に一定の報告を行っていることが分かる｡この ｢在米

史料｣には､

｢文部省内の非公式の研究グループと署名官とで､

下記のことについての定例週会議を持った｡既存

の学校を6-3-3制に組み入れていく方法と意義を

このグループは考えてきた｣ 17)

と記述されている｡国民学校高等科､青年学校､中学

校､高等女学校､実業学校等からなる中等教育を､そ

れぞれ6-3-3制の新制学校に組み込んでいく措置の具

体的な方策が報告されている｡

この ｢在米史料｣の末尾部分によると､文部省は各

中等学校の校長協会に対して､6-3-3制への移行に関

わるアンケー ト調査を行っており､その結果を以下の

ように報告している｡

｢商業学校長協会は､すでに6-3-3制の支持を表

明したが､いずれの中等段階においても男女共学

には反対である｡すべての職業学校を6年制に拡

張した上で､最初の3ヵ年に ｢基礎教育 (basic

education)｣とでも言うべきものを備えた2つの

段階に分割すべきという回答であった｣ 1B)

｢中学校長協会は､すでに6-3-3制と下級段階で

の男女共学の支持を表明している｡下級学校は一

般教育の教科課程を備え､上級学校は進学準備課

程と職業課程の選択を提供し､当初､両部分は､

1つの校長の管理下におくこととするという回答

であった｡高等女学校長協会の回答も中学校長協

会と同じである｣19)

このように､教育刷新委員会発足の8月時点で､文

部省は､学校現場に対して具体的なアンケー ト調査を

行ったことが分かる｡とりわけ､6-3-3制への移行に

ともない､中等教育に ｢男女共学｣を取り入れること

を視野に入れた調査がなされていたことが注目される｡

これは､下級中等学校について､

｢これらは､条件が整い次第早急に､男女共学に

すべきである｣20)

と勧告した ｢アメリカ教育使節団報告書｣を受けた

CI&Eの強い指示に従ったものと考えられる｡

1946年 8月の ｢在米史料｣には､6-3-3制への移行

について､現場から支持が得られている旨が記されて

いる｡しかしながら､1946年 8月時点では､6-3-3制

そのものに対しても､実施年度を1947年度とするこ

とに対しても､まだまだ日本側からは強い反対があっ

た｡実際のところ､6-3-3制は､1946年 12月 27日の

教育刷新委員会第 1回建議を経て､1947年 3月､最

後の帝国議会で成立､3月 31日の学校教育法の公布､

翌4月 1日施行､そして､その 1947年度から実施と

なる｡その途中で､6-3-3制の推進派であった田中耕

太郎文部大臣が更迭にあう21)など､これからも粁余曲

折をたどるのである｡

3.数学科図書監修官の困惑

さて､この時期､学制改革の結末がどうなるかとい

う点は､数学の教科書編集においても､日本側に困惑

を与えていた｡9月 11日付の ｢在米史料｣"Schedule

forpublicationofmathematicstextbook"22)には､そ

うした日本側の数学科図書監修官の困惑を見ることが

できる｡この ｢在米史料｣には､CI&E教育課のK.

Mノ､-クネス23)が､当時の数学教科書編集の実務を

担っていた和田義信24)から報告を受けたことが記さ

れている｡それによれば､和田は､

｢初等学校の上級3学年の編集については､学校

再構成に関して何らかの決定がなされるのを待っ

て棚上げ状態となっている｣25)

と報告している｡これに対し､ハ-クネスは､

｢その状態でこのまま待っている必要はない､な

ぜなら､教科書の内容に最も大きく影響を及ぼす

ものは､学制ではなく､義務教育年限である｡

JEC26)ち"AmericanEducationReports"(アメリ

カ教育使節団報告書)も義務教育年限を9年に引

き上げることを勧告しているから､決定もそうな

るという予測のもと､作業を進めていっても何ら

問題はない｣27)

と説明している｡この史料からは､新学制の枠組みを､

数学教科書の編集に携わった和田らが気にしていた様

子が窺え､興味が惹かれる｡その一方で､｢6-3-3制実

施｣を大前提として作業を進めることを指示している

CI&Eの強引な態度も興味深く見て取れるのである｡

4.1946年9月27日案

9月 27日付の ｢在米史料｣"Curriculum fらrnext

year:regulartri-weeklymeetlngS"2B)では､

｢来年度用に計画された "初等 ･中等段階の試験

的な教科課程"の最終的 "読"案が合意決定され

た｣29)

と報告され､10月 4日付の ｢在米史料｣"Regulartri-

weekly-meetlngS"SD)には､

｢当面､この会議は週に一度だけ実施することに

した｡カリキュラムに関する課題は､この委員会
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に委嘱されていた仕事から､学習指導要領と教科

書の作成-と事実上移った｡これ以上頻繁に会議

を設定する必要はない｣31)

｢西村32)の報告によれば､昨日､図書監修官は

会議の際､新しい教科課程は来年度の学習指導要

領と教科書編集の基礎となるということを教科書

局長の有光 33)に伝えられた｣34)

と記されている｡1946年 4月の教科課程改正準備委

員会発足以来なされてきた戦後の学校教育の教科課程

検討は､9月 27日に一段落したと認識されており､

この日の決定案は､後に刊行される ｢学習指導要領｣

と教科書の編集に大きく影響を与えたものであったこ

とが分かる｡

なお､国立教育政策研究所教育研究情報センター教

育図書館の 『戦後教育資料』35)には､1946年 9月 27

日の ｢最終的 "'■試"案｣の教科課程表案のうち､中

等教育に関するもの2案が史料として所収されている｡

｢中学校 (六 ･三 ･三案による)学科課程案｣は､

下級中学校と上級中学校､すなわち新制の中学校と高

等学校の6年間の中等教育にわたる教科課程表である｡

｢国民学校 ･中等学校教科課程 (試案)｣は､第 1学年

から第 12学年の初等 ･中等教育の教科 ･科目の一覧

に必修科目､選択科目､教科書使用科目が分かるよう

に記されたものである｡そのうち､｢国民学校 ･中等

学校教科課程 (試案)｣を､｢史料2｣として掲げる｡

1946年 10月 3日付 の ｢在 米 史 料 ｣ "New

curriculum"36)には､

｢その教科課程は､日本の初等教育と中等教育の

全体にわたる変革を見せている｡これは教科主義

の形から､子供たちの自然な興味 ･関心と要求に

根ざした形への変化であり､教育使節団と初期の

JECの両方の勧告に従った最初の変革を見せて

いる｣ 37)

と評価がなされている｡
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｢国民学校･中等学校教科課程 (試案 )｣3&)
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9月 27日に成立 した教科課程表には､初等教育の

ものも含めて､どの表にも科目の週時間が記されてい

ない｡その理由は､前掲の 1946年 10月4日付の ｢在

米史料｣"RegulartrトWeekly-meetings''39'を通 して知

ることが出来る｡この史料には､

｢何人かの図書監修官から､個々の教科の時間数

について質問がなされた｡規定の時間数に合うよ

うに学習指導要領や教科書が編集されるのではな

く､時間数は､科目の内容が認められた後に決定

されるべきものであると説明かなされた｡図書監

修官らは､今まで､｢4時間の内容の教科書を書
きなさい｣などと言われてきたのだろう｡教科課

程改正委員会では､図書監修官は時間配当表なし

で教科書を書き､時間配当表については後まわし

にすべきものだということで合意した｡西村は､

学習指導要領と教科書をあるがままに書 くという

この考え方を､文部省始まって以来のコペルニク

ス的革命だと言った｣40)(下線筆者)

と記されている｡

9月27日の ｢最終的 "読"案｣成立時には､児童 ･

生徒の生活経験からくる関心 ･要求 (interestand

need)を中心に据えた教科課程､教科を編成すると

いう基本理念が確認されていた｡ したがって､それぞ

れの科目に対して 1週間あたり何時間の科目とするか

という ｢時間数配当 (timeallotment)｣を教科課程表

に載せてはならないことになった｡つまり､時間配当

のような ｢教科課程編成上の事由｣(subjectmatter)

が児童 ･生徒の関心 ･要求に優先されることが固く禁

じられたのである41)oさらに､CI&Eは､

｢図書監修官は時間配当表なしで教科書を書き､

時間配当は､後まわしとすべきものだということ

で合意した｣

とあるとおり､図書監修官が ｢学習指導要領｣や教科

書を作成する際も､科目の時間数を一切念頭に置かず

行うことを徹底させたのであった｡

5.9月27日案における数学科の位置づけ

｢9月 27日案｣において､下級中等段階には､｢一

般数学｣が必修科目として設置されている｡｢一般数

学｣(GeneralMathematics)とは､当時､経験主義的

数学を学問的数学と区別するために用いられた言葉で

あることに注目したい｡後の 『学習指導要領一般編

(試案)』の教科表では､単に ｢数学｣と記される｡し

かし､新制中学校の ｢数学｣は､この時決定した ｢一

般数学｣の色彩を強く帯びたものとなっていくことは､

後､文部省から発行される新制中学校用数学教科書

『中等数学』の内容見れば歴然である｡その3年次用
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『中等数学 第三学年用 (2)』の目次を ｢史料3｣とし

て掲げた｡

下級中等段階の数学を ｢一般数学｣としたこの日の

決定は､新制中学校の数学科編成に対し極めて大きく

影響しているのである｡このように､経験主義的に扱

われている下級中等段階の数学に対して､青池実42)は､

｢社会面を強調している点においては､中学校に

おいても ｢主食の統計｣｢稲作の研究｣等の素材

のとりかげ方 (ママ)によってわかると思う｡こ

れらの素材は一体何をねらっているのか､それは

こどもたちが現実の社会をみつめ､その中に不合

理な事象をみつけて､それを克服するにはどんな

にしていったらよいかという判断の展開を通して､

正しい社会生活の方向をみつけていくという態度

の養成にはかならない｣43)

と述べている｡

史料3 『中等数学 第三学年用(2)』の目次

6.11月 13日案

｢9月27日案｣では､教科課程表に週時間数を載

せることが禁じられた｡これは､児童 ･生徒中心主義

を徹底すると同時に､日本の教育の中央集権を抑制し､

そこに地方分権を確立させようとしたCI&Eの強い

意向によるものである｡これは､

｢機構､形式､および運営の観点から､個々の学

校および学校制度は､中央集権的管理か地方分権

的管理かのどちらかに分けられる｡中央集権型の

学校制度では､一人の個人､一つの施設あるいは

一つの機関から権力が発動される｡経験によれば､

制度の外側あるいは内側の力によって巧妙に操作

され､利己的に利用されるという点で､中央集権

的制度には弱点が多いように思われる｡日本の学

校制度は以前から批判を受けていた｡-中略-｡

教授計画の管理は現在よりももっと分散されなけ

ればならない｡権限と責任の垂直線は､制度の一

定の諸段階ではっきりと切断されていなければな､

らない｣44)

と謡われた ｢アメリカ教育使節団報告書｣にしたがっ

て､文部省が全国一律に時間配当を定め､中央からの

｢教授計画の管理｣を行うことを制御したのである｡

だが､10月以降､文部省は学校教育法案の作成を

本格的に始め､教科課程に関する事項を､施行規則で

法的に定める方向を構想していた｡そこでCI&Eは､

こうした文部省の ｢教授計画の管理｣を警戒し､その

機先を制する形で､教科表に週時間数を掲げないとし

てきたこれまでの方針を転換する4㌔ ｢学習指導要領｣

に十分な弾力性をもった教科課程表を提示し､カリキュ

ラム開発の権限を地域 ･学校に間接的に与えることと

したのである46)｡

こうした転換点は､日本側の ｢学習指導要領｣作成

の責任者である青木誠四郎47)とM.L.オズボーノ8)の

2着による会談を記録した ｢在米史料｣に見出すこと

が出来 る｡ 11月 5日付の ｢在米史料｣ "Time

AllotmentsforSubjectslnSecondarySchool''49-には､

｢1947年度の中等学校 レベルの第 7学年から第

12学年までの科目への時間配当案を作成するこ

とを目的として会合がもたれた｡教科課程が作ら

れていた何週間か前の時点では､文部省は各科目

に週時間数を指定することを禁じられた｡今まで

学習指導要領委員会は､教科課程の詳細を完成さ

せるために相当多くの時間を費やしてきた｡今や

満足のいく科目の時間配当を考えることが可能と

なっている｡単位制を構築し､より高度な制度を

作る基礎の段階として､現在がまさに正念場であ

る｡青木は､文部省内の各専門領域担当者のグルー

プを召集し､試験的な時間配当を作成する予定で

ある｡このことに関しては､来週の水曜日 (ll

月 13日)に教育課で会合がもたれ､そこで議論

される｡この会合の経過を通して､すべてのこと

が決定できると考えられる｣50)

と記されている｡児童 ･生徒の生活経験主義を掲げた

｢学習指導要領｣の作成が軌道に乗り始めたこの段階

で､CI&Eは､地域や学校の裁量権を十分に保障し

つつ､十分な弾力性をもたせた時間配当を教科表に盛

り込むことが可能になったと認識 し､｢時間配当

(timeallotment)｣に関する会議を持つことを許可し

たことが分かる｡前述したが､この ｢史料｣は､青木

とオズボーンの2者による会談の記録である｡8日後

の11月 13日に開かれる教科課程案の検討会議に向け

ての ｢先まわりする (forestall)｣処置､すなわち ｢舵

取り (steering)｣を行った記録と考えられる51'｡

また､11月 5日の ｢在米史料｣"Progressreport"52)

には､

｢scAPの教育局中等教育担当官ら (オズボーン
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上垣

ら)が､中等教育に関する提案をし､署名官 (--

クネス)とヘップァナン博士は初等教育課程に関

して大体の提案をすることとなった｡これらの提

案は､青木の検討を付して､11月13日水曜日ま

でに用意されることになった｣53)(括弧内は筆者)

とある｡時間配当を盛 り込んだ教科課程の原案は､

cI&E内で中等教育部分と初等教育部分に分担して

作成がなされ､それに基づく検討を青木が加え 11月

13日の会議に提案されることになった｡ したがって､

11月 13日には､｢青木案｣と ｢CI&E案｣が提出さ

れる運びになるが､その議案はCI&Eが確実にコン

トロールしていたと言ってよいだろう｡
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史料4 1946年11月13日

uA Ilotm entofTim e forSubjects ln Curriculum

of EIem entary Schoolsand LowerSecondary Schools

渉 ･ 田 中 伸 明

来る11月13日の教科課程の検討会議の様子は､ll

月 13日付の ｢在米史料｣ "A llotm ent of T im e for

Subjects in C urrlCulum of Elem entary Schools and

Low er Secondary Schools''54-(史料 4)で知ることが

できる｡なお､この ｢在米史料｣には､英文の教科課

程表 2つ (史料 5-1,5-2)が添付されている｡
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史料5-1 添付の教科課程表 (青木案)
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史料5-2 添付の教科課程表

(文部省の各教科の専門委員からの要求)

日本側のメンバーは､青木の選出による ｢青木､

岡55)､大島56)､島田57)､ o teru､中村58)､坂元59)､西田､
石山60'､長谷川61)､久世 62)､重松63)､石森64)､宍戸65)､

勝田66)､山形67)､神谷68)､和田69)｣で､CI&E側は､

｢ポールズ､ ドノバン､ヘファナン､-ークネス､モ

ス､オズボーン｣である｡

この史料は､下級中等段階の教科課程成立過程を探

る上で極めて重要である｡本文と添付表の訳を以下に

続けて示す｡

先日､文部省教科書局の青木は､初等学校と中

等学校の教科課程上の科目の週時間配当の審議を

行うため､委員会を組織するよう言われていた｡
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｢GHQ/SCAP文書｣に見る下級中等教育の教科課程成立過程

上記の日本側委員は､委員会のメンバーとして青

木が人選したものである｡初等 ･中等の両学校レ

ベルで､週時間配当について合意を得るという目

的で今日の会議は持たれたのであった｡ハ-クネ

スは､初等学校の部分の議論をレポートすること

になる｡このレポートは､下級中等学校のカリキュ

ラムに対しても影響を持つこととなる｡

この委員会を組織してから今日の会議が行われ

るまでの間､青木のグループは時間配当案を準備

していた｡オズボーンはCI&E教育課の案を作り

上げて､モス､ノーベル､ハ-クネス､ボールズ､

ホルメス､ ドノバン他教育課の人員の意見を得る

ために彼らに提示をしていた｡今日､その案は文

部省グループに提出され､文部省グループの案は

cI&E教育局に提出された｡両方の案をつき合わ

せ議論することが成果と言えるので､最終的な決

定はされていない｡来週､小委員会によって議論

は継続される｡小委員会の決定事項は､来週の水

曜日 (11月20日)の大委員会に提示される｡

青木の案はおおむね容認できるものの､重大な

欠陥がある｡それは､絶対的に柔軟性がなく､地

域の裁量権を許容していない点である｡下級中等

学校は､他のすべての校種と同様に､設置された

地域における子供たちのニーズに対応していなけ

ればならない｡来年度､75%以上の下級中等学校

の子供たちは､上級学校への進学の機会を持てな

いだろう｡実際､少なくとも数年間は､下級中等

学校は､日本の子供たちの大部分の最終卒業学校

になるだろう｡75%以上の生徒が､9年間で全日

制教育を終了するのだから､この学校では､一定

の職業訓練を彼らに提供すべきである｡文部省が

提出した週時間配当の案は､第7学年から第9学

年にかけて､1週間あたり4時間と職業科目を規

定している｡文部省が要求するものは､日本中の

どの学校も提供されるべき､多様な科目の中から

の時間の最小値の表であり､それは､各地域の校

長の裁量によって､職業科目や他の科目に重点を

おいて､時間数を増加させることが適宜許可され

るべきである｡青木は､次回の時間配当案を作る

際､この点を念頭におかなければならない｡

学校での 1週間の校時の長さについて､今日一

定の議論がなされた｡文部省員の共通認識は､34

時間から30時間で､土曜は授業日から除外され

ていない｡日本の子供たちの学習能率のピークは､

火曜日の後半から水曜日の前半にかけて現れると

されている｡もし､土曜日を休みとするならば､

彼らの学習能率がピークに到達する日に関して､

某かの変化がもたらされるだろう｡木曜日ではな

く水曜日にピークに達することに固有の利点があ

ることは､明らかとはなっていない｡学校が開講

すべき1週間あたりの総時間数に関する議論の 1

部分としてその問題提起があった｡いったん 1学

期の長さが法律的に定められれば､これらは個々

の学校に託される学校経営の問題である｡

来週中に､学習指導要領に掲載する時間配当表

の最終決定がされることが期待される｡

学校の週時間配当 文部省案

下級中等学校

科 目 第 7学年 第8学年 第9学年

国語 4時間 4時間 4時間

書道 2 〝

社会 (一般) 4 〝

日本史 o 〝

一般数学 4 〝

一般理科 4 〝

音楽 2 〝

工芸 2 〝

職業科目 4 〝

(女子には家事)

体育 2 〝

合 計 28 〝

2 〝 (2)〟

4 〝 4 〝

2 〝 2 〝

4 〝 4 〝

4 〝 4 〝

2 〝 2 〝

2 〝 2 〝

4 〝 4 〝

2 〝 2 〝

30 〝 28 〝

文部省の各教科の専門委員からの要求

科 目 第 7学年 第8学年 第 9学年

国語 8時間 9時間 7時間

社会 5 〝

日本史 o 〝

数学 5 〝

理科 4 〝

音楽 2.5-3 〝

工芸 4 〝

家庭 5 〝

体育 4 〝

外国語 6 〝

職業科目 3-5 〝

5 〝 5 〝

2 〝 2 〝

5 〝 5 〝

4 〝 4 〝

2.5-3 〝 2.5-3 〝

4 〝 4 〝

5 〝 5 〝

4 〝 4 〝

6 〝 6 〝

3-5 〝 3-5 〝

合 計 46.5-49 〝 49.5-52 〝 47.5-50 〝

この史料には､文部省案として､上記 2つの時間配

当表が添付されている｡1つは､青木が作成 した教科

表である｡ もう1つは､各教科専門委員の要求をその

まま掲げたもので､一週間の教科時間数が 50時間前

後にまで膨張 している｡両案を比較すると､青木案に

は "ForeignL礼ng."(外国語) と"DomesticS°i."(家

磨) がな く､ 後者 にはある｡ また､ 青木案 には

"calligraphy"(書道)があるが､後者にはない｡数学

に関しては､青木案では､"GeneralMath."(一般数
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学)が､7学年から9学年まですべて4時間ずつの必

修科目として掲げられているが､後者では "M ath.''

(数学)として5時間ずつの配当となっている｡青木案

が ｢一般数学｣であるのに対し､専門委員案が ｢数学｣

となっていることに興味が惹かれる｡両案とも､9月

27 日の ｢中学校 (六 ･三 ･三案による)学科課程案｣

をベースとして時間配当を行ったものと考えられる｡

ただし､ ｢9月 27 日案｣では "V ocational Subjects"

(職業科目)が選択であったのに対して､ ｢11月 13 日

案｣では､必修となっている点が注目される｡

この ｢在米史料｣に記されているように､これは､

｢実際､少なくとも数年間､下級中等学校は､日

本の子供たちの大部分の最終卒業学校になる｣70)
｢この学校では､一定の職業訓練を彼らに提供す

べきである｣7日
というCI&Eの意向を汲んだものと考えられるが､

CI&Eは､

｢青木の案はおおむね容認できるものの､重大な

欠陥がある｡それは､絶対的に柔軟性がなく､地

域の裁量権を許容していない点である｣ 72)

と指摘し､

｢文部省が提出した過時間配当の案は､第 7学年

から第 9学年にかけて､1週間あたり4時間と職

業科目を規定している｣73)

と､職業科目への時間配当を固定的に ｢各学年4時間｣

としていることに批判を与えた｡さらに､

｢文部省が要求するものは､日本中のどの学校も

提供されるべき､多様な科目の中からの時間の最

小値の表であり､それは､各地域の校長の裁量に

よって､職業科目や他の科目に重点をおいて､時

間数を増加させることが適宜許可されるへさであ

る｡青木は､次回の時間配当案を作る際､この点

を念頭におかなければならない｣74)

と記されている｡CI&Eは､文部省が必修として定

める時間数は最小値まで減じ､地方の裁量で職業科目

や他の科目の時間が増加されるへさと主張し､今後配

当案を作成する際には､これに十分配慮するよう指示

を与えている｡このように､CI&Eは､時間配当に

柔軟性をもたせて､学校や地域の裁量権を保障し､教

育の地方分権を実現しようとしたことが分かる｡

渉 ･田中 伸明

の高い教科課程表 (史料 7)が添付されており､この

時点における文部省の編成作業に対するCI&Eの評

価が記されている｡
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史料6 1946年 11月 20日

"Allotmentsoftimetosubjectsto beoffered

inthesecondary schools1947-48"

7.11月20日案

11月20 日には小学校の教科課程表がほぼ出来上がっ

た7㌔ 中学校の教科課程表も､この時点で､極めて完

成度の高いものに至る｡11月 20 日付の ｢在米史料｣

"A llotm ents of tim e to subjects tO be offered ln the

secondary schools 1947-48"76)(史料 6) には､完成度
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史料7添付の教科課程表



｢GHQ/SCAP文書｣に見る下級中等教育の教科課程成立過程

続けて､この ｢在米史料｣および添付されている教

科表の和訳を示す｡

1.先週､第7､8､9学年の教科課程に対して､

各教科に配当されるべき週時間数を決めるために

この委員会は持たれた｡文部省により1つの時間

配当案が提出され､CI&E教育課代表からも別

途案が出された｡これらの2つの案は非常に似て

いた｡文部省案の主な欠点は､時間配当に十分な

柔軟性を持ち合わせていないことだった｡CI&E

教育課の代表らは､所定の最小時間に加えて職業

教育の科目の時間を増加するか否かの選択は､地

域の学校職員に委ねられるべきだと考えている｡

文部省の案は､こういった選択権を一切許容して

いなかった｡長い議論の後､地域に裁量権を与え

るために､最小限まで時間数を減じることを検討

するため､会議が持たれることになっていた｡

2.今日､中村と彼のグループが､承認できる

案を持ってきた｡文部省案の最終版として添付し

た｡これは､言語技術に5または6時間､数学と

理科については4または5時間の選択が可能となっ

ている点が注目される｡生徒が言語技術､数学､

理科の最低の時間を選んだなら､6時間の選択時

間が得られる｡この6時間は､職業教科や､生徒

の希望に応じて英語教育または自由研究として使

えることになる｡このような状況が､各3学年に

亘り作られている｡

3.この時間配当表の重要な変更点は､家事科

(HomeEconomics) が職業科目のひとつとして

掲げられるようになったことである｡下級中学校

の各生徒にとって､最低4時間の職業科目は必須

である｡女子は､通常､職業科目として家事科を

選択することを想定しているが､特にそうせよと

は述べられていない｡選択の6時間の科目につい

ては､大多数の者は､家事科に加えて､幾らかの

職業科目を選択するだろう｡これは､両性の平等

な教育機会という重要な原理を確立することにな

る｡
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CI&Eは､

｢今日､中村と彼のグループが､承認できる案を

持ってきた｣77)

と､この案を承認できるものとしている｡11月13日

の CI&E指示を受け､必修科目は30-31時間にと

どめ､選択科目を6-5時間確保 している｡選択科目

に職業科目を充てたり､あるいは､国語 ･数学 ･理科

の増加時間と外国語 ･自由研究を充てたりすることを

可能とし､選択の幅をかなり持たせることで､生徒や

学校の裁量を保障しているのである｡また､

｢女子は､通常､職業科目として家事科を選択す

ることを想定 しているが､特にそうせよとは述べ

られていない｡選択の6時間の科目については､

大多数の者は､家事科に加えて､幾らかの職業科

目を選択するだろう｣7B)

と､女子に対して家事科以外の職業科目を選択する余

地を残していることを高く評価 し､

｢これは､両性の平等な教育機会という重要な原

理を確立することになる｣79)

と記している｡

数学に関しては､必修の ｢一般数学｣に4時間ずつ

が配当され､さらに選択として､各 1時間の増時間が

認められており､理科と同様に各学年最大 5時間ずつ

の時間配当が可能となっている｡

この教科課程表は､後に 『学習指導要領一般編 (読
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莱)』に掲載されるものにかなり近いが､その特徴は､

選択教科に大幅な柔軟性を持たせていることである｡

この点においては､『学習指導要領一般編 (試案)』の

ものよりも､むしろ外国語科目や､理数科目､職業科

目の選択の幅が大きくなっている｡
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史料8 1947年 1月9日
"curriculumoftheLowerSecondarySchool

捗 ･田中 伸明

8.1947年 1月9日案

1947年 1月9日には､『学習指導要領一般編 (試案)』

に載せるものとして､中学校の教科課程の最終検討が

行われている｡1月9日付の ｢在米史料｣"Curriculum

oftheLowerSecondarySchool"80-(史料8)は､野村､

中村､青木 他文部省の職員とCI&Eのオズボーンに

よる会議の記録である｡この史料の和訳を掲げる｡署

名官 (theundersigned)とは､ここではオズポーンの

ことである｡

まもなく発行される学習指導要領一般編に､新

制中学校のカリキュラム構造を組み入れるための

準備として､署名官は､上記の文部省の面々と会

談し､新制中学校の科目の時間配当とその説明書

きをチェックした｡この会議で､自分の科目領域

が軽視されていると主張した文部省教科担当がお

り､科目時間配当の議論を再開した｡しかし､週

日程は､週あたり30時間の必修科目と､付加さ

れた週4時間の選択科目とに確定しており､すで

に過密状態にあると署名官は述べた｡いくつかの

説明書きが青木に示唆された｡週時間配当の表の

下部に説明書きを付加する形式で､学習指導要領

に示すこととした｡

Ⅰ.新制中学校教科課程 :

下掲の表Ⅱは､文部省の普通教科課程の委員

会によって採用された新制中学校用の科目を表に

したものである｡この表は､各科目への週時間の

最小の時間配当を示している｡

表 Ⅱ

選択科目 第 7学年 第8学年 第 9学年

国 語 コースト5時間 コースⅡ-5時間 コースⅢ-5時間

書 道 コースト1時間 コースⅡ-1時間

一般社会科 コースト5時間 コースⅡ-4時間 コースⅢ-4時間

日 本 史 コースⅠ-1時間 コースⅡ-2時間

一般数学 コースト4時間 コース-4時間(ママ)コースⅢ-4時間

一般理科 コースⅠ-4時間 コースⅡ-4時間 コースⅢ-4時間

音 楽 コ-スト2時間 コースⅡ-2時間 コースⅢ-2時間

美術 .工作 コースト2時間 コースJI-2時間 コースⅢ-2時間

体 育 コースⅠ-3時間 コースⅡ-3時間 コースⅢ-3時間

職業科目家 事水 産農 業工 業商 業 4時間 4時間 4時間

必修科目計 30時間 30時間 30時間

合計週時数 34時間 34時間 34時間

選択科目 第 7学年 第 8学年 第 9学年

外 国 語 コースⅠ-4時間 コースⅡ-4時間 コースⅢ-4時間

追 加職業科目 4時間 4時間 4時間
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表Ⅱに関する注意 :

このスケジュ-ルは､下級中学校の全生徒が 1

週間あたり34時間の授業を受けることを基本と

している｡各時限は､教室移動時間も含め60分

の長さとする｡各学校は､裁量により授業時間を

1週間36時間まで増加しても良い｡

必修科目は､全3学年とも週34時間中30時間

が組み入れられている｡生徒は､選択の4時間を､

外国語としても､追加職業科目としても､自由研

究としても使用できる｡生徒の選択により､外国

語と追加職業科目の両方を選択したい場合､外国

語の4時間は2時間に分割し､追加職業科目の4

時間も2時間に分割し､それぞれ2時間ずつの科

目として与えてもよい｡

各学校は､その裁量により多種の異なる職業科

目を提供できる｡各学校は､こうした生徒のため

に､8時間 (4時間必修､4時間選択)の､職業

訓練を許容するため､十分な数の職業科目を開設

しなければならない｡この8時間は､家事と農業

のような2科目に亘ってもよいし､数個の職業分

野に亘ってもよい｡特に､第8､9学年の生徒が､

領域に亘り科目を幅広く選択できるよう､極めて
多種の職業科目の開設を望む学校があるかも知れ

ない｡各学校が提供するこのような特殊な教科は､

この表が示すものではない｡下級中等学校用に教

科書が使用可能なもので､職業科目専門の学習指

導要領の節に掲げた科目が適切であろう｡校長と

教員は､学校での生徒の職業ニーズに合った相応

しい科目を､この科目の中から選ばねばならず､

学校は教育効果を備えなければならない｡科目選

択は､生徒が下級中等学校の課程を卒業後､就職

する職種も見込んで､綿密な職業学習を通してな

されるべきである｡

最大の学習効果が待られるまで､生徒が自由研

究に十分な時間を費やすことが可能な特別教室と

図書室が一般的に不足しているため､自由研究を

目的とした時間は設定しなかった｡しかし､彼ら

の選択によっては､必修科目に上乗せする形で､

自由研究に4時間ないし6時間を使える準備がな

されている｡

この3年間の教科課程のうち､当面2年間しか

提供できない学校では､2学年に亘る日本史を8､

9学年ではなく､7､8学年に実施する場合を除け

ば､7､8学年に示したものをそのまま変えずに

提供しなければならない｡

国語｣か ｢職業科目｣が配当され､さらに加えて､

｢国語 ･文学｣か ｢一般数学｣か ｢一般理科｣を 1時

間､第 9学年だけは､｢書道｣も1時間選択すること

が可能となっていた｡この ｢1月9日案｣では､この

ような､｢1時間の追加選択｣が削除され､生徒の選

択の自由度は減少したと言える｡

つまり､｢11月20日案｣では数学､理科に関して4

時間の必修､国語に関して5時間の必修に加えて､さ

らに 1時間の増時間が認められていたが､｢1月9日

案｣では､これが認められなくなったのである｡

｢在米史料｣の記述の中に､

｢この会議で､自分の科目領域が軽視されている

と主張した文部省教科担当がおり､科目時間配当

の議論を再開した｣8】)

とある｡これは､増時間が認められなくなった数学科

を含むこれらの科目の担当官の主張である可能性があ

り､興味が惹かれるところである｡しかしながら､オ

ズボ-ンは､

｢週日程は､週あたり30時間の必修科目と､付

加された週 4時間の選択科目とに確定しており､

すでに過密状態にある｣82)

と返 し､これ以上各領域の科目に時間配当が出来ない

と､これらの委員の主張を突っぱねているのである｡

さて､｢在米史料｣の ｢1月9日案｣は､『戦後教育

資料』にある 1月 10日付の日本側史料 ｢新制中学校

教科課程案｣(史料 9) とよく似ているが､若干の相

違点がある｡
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前掲の ｢11月20日案｣では､各学年の選択科目の

時間数が ｢5-6時間｣となっており､それには ｢外
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｢1月 9日案｣では､表の中に ｢自由研究｣は組み

入れられていないか､

｢最大の学習効果が得られるまで､生徒が自由研

究に十分な時間を費やすことが可能な特別教室と

図書室が一般的に不足しているため､自由研究を

目的とした時間は設定しなかった｡しかし､彼ら

の選択によっては､必修科目に上乗せする形で､

自由研究に4時間ないし6時間を使える準備がな

されている｣ 84 .

と注意書きが付けられている｡ 1月 10日の ｢新制中

学校教科課程案｣には､表中に ｢(自由研究)｣の記述

が見られることから､9日の会議決定が､翌 10日の

｢新制中学校教科課程案｣に反映されたと考えられる｡

｢1月9日案｣には選択科目に追加職業科目を4時間

配置しているが､｢新制中学校教科課程案｣は､｢実業

科｣､｢4-(8)｣時間と表記され､さらに､｢書道｣の

第9学年の選択がなくなっている｡このように､これ

ら2案は､若干の相違点があるものの､本質的には､

ほぼ同一のものといって差し支えない｡

｢1月 9日案｣は､開始学年から数えて第何番目の

段階になるかを示したコース (｢CourseI｣など)の
表示がなされている｡これは､この時期､新制高等学

校の教科課程も検討されている85'ため､それへの連続

性を考慮してのことだと思われる｡

1947年 3月の 『学習指導要領一般編 (試案)』には､

1月 10日の ｢新制中学校教科課程案｣の ｢美術科｣

が ｢図画工作｣に ｢実業科｣か ｢職業｣となり､さら

に､｢1月 9日案｣にあった第9字年次の ｢習字｣の

選択が復活して､載せられることになる｡科目名や､

表現に若干の相違点はあるものの､新制中学校の教科

課程表は､1947年 1月9日時点で完成したのである｡

渉 ･田中 伸明

的管理かのどちらかに分けられる｡中央集権型の

学校制度では､一人の個人､一つの施設あるいは

一つの機関から権力が発動される｡経験によれば､

制度の外側あるいは内側の力によって巧妙に操作

され､利己的に利用されるという点で､中央集権

的制度には弱点が多いように思われる｡日本の学

校制度は以前から批判を受けていた｣861(下線筆

者)

｢教授計画の管理は現在よりももっと分散されな

ければならない｡権限と責任の垂直線は､制度の

一定の諸段階ではっきりと切断されていなければ

ならない｣871(下線筆者)

また､下級中等学校 (新制中学校)の理念に関して

は以下の記述がある｡

｢われわれは､小学校に引き続いて三年間､すべ

ての少年少女を対象に ｢下級中等学校｣を設ける

ことを勧める｡そこでは､個々人の要求に応ずる

ために､必要な調整を加える余地を残して､基本

的には万人に対して同一タイプのカリキュラムが

9.1947年3月20日 教科課程の成立

ここで､1947年 3月 20日に発行された 『学習指導

要領一般編 (試案)』｢第三章 教科課程｣に載せられ

ている教科表 (史料 10)を掲げ､新制中学校の教科

課程の最終成立を見ることにする｡新制中学校の数学

科は､この表中に､第 7学年から第9学年の3年間に

亘る週時間数4の ｢必修科目｣として位置づけられ､

成立を見たのであった｡

10.まとめ

｢アメリカ教育使節団報告書｣には､戦後発足させ

る新学制の理念が次のように記されている｡

｢機構､形式､および運営の観点から､個々の学

校および学校制度は､中央集権的管理か地方分権

-354-

用意されるべきである｡その主要目的は､小学校

とほぼ同じであるが､人格の発展､市民精神､社

会生活に特に重点を置くべきである｡この学校に

は､職業分野を開拓する性質をもったなんらかの

機会が導入されるべきである｡われわれは､この

｢下級中等学校｣への就学を三年間の､あるいは

十六歳までの義務とすることを勧める｡この ｢下

級中等学校｣の授業料は無料にすべきである｡そ

して､この段階にも小学校と同じ原理が適用でき

るので､これらは､条件が整い次第早急に､男女

共学にすべきである｣紛 (下線筆者)
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本論では､｢在米史料｣を主たる史料として､戦後

教育改革における新制中学校の教科課程の成立史をた

どり､その中に ｢新制中学校数学科｣が位置づけられ

ていく過程を見てきた｡本論が明らかにしたものは､

上記の ｢アメリカ教育使節団報告書｣の理念を､

CI&Eが日本側に要求 し､それを具現化させていっ

た過程であると言えよう｡ここで､この観点から､総

括を与えてみることとする｡

第 1に､経験主義カリキュラムへの移行である｡生

徒の生活経験からくる興味 ･関心を中心に据え､教科

課程の編成を行うことが徹底された｡本論では､｢9
月 27日案｣成立時には､この方針にのっとって､教

科課程表から一切週時間数が削除され､教科書や学習

指導要領編集の際も､週時間数を念頭に置かず作業を

進めるよう命じられたことを明らかにした｡

第 2に､教育における中央集権を制御し､地方分権

の促進を図ったことである｡｢9月 27日案｣以降､週
時間数を一切掲げなかった教科課程表であったが､10

月になり､教科に関する事項を施行規則で法的に定め

ようとしていた文部省を警戒 し､CI&Eは､中央集

権的 ｢教授計画の管理｣の機先を制する形で､教科表

に週時間数を盛り込む作業を命じている｡本論では､

この転換点を 11月 5日の ｢在米史料｣に見出した｡

第 3に､6-3-3制移行に伴い､下級中等教育を単線

型の義務教育とし､どの生徒にも､基本的に ｢同一タ

イプのカリキュラム｣を提供し､教育の機会が均等と

なるべく､教科課程の編成を行わせたことである｡と

りわけ､家庭科を職業科目の中に位置付け､多数の女

子が選択することを視野にいれながらも､しかもこれ

を義務とせず､中等教育に男女共学を実現していった

のであった｡本論では､｢在米史料｣に見られる ｢11

月 20日案｣の成立にこれを見出した｡

第4に､新制中学校が､当面､多数の生徒の最終卒

業学校となることを想定して､新制中学校の教科課程

において､｢職業科｣を､一定時間の必修に加えて､

選択としても設置したことである｡｢9月 27日案｣で
は､｢実業科｣は､選択科目であったが､検討が進む

につれ､よりこれを重視した教科課程が編成されていっ

た｡本論では ｢在米史料｣の記述にそれに関する

CI&Eの指示を見出すことが出来た｡

さて､第 5には､新制中学校数学科についてである｡

新制中学校の数学科は､｢在米史料｣の教科課程表の

各所に､｢一般数学 (generalmathematics)｣ として

登場する｡これは､学問的数学から経験主義的な数学

を区別する言葉として使われている｡こうした､経験

主義的に扱われた数学科は､最終的に下級中等段階の

各学年において ｢週4時間｣の必修科目 ｢数学｣とし

て成立したのであった｡
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45) 1946年 11月 5日付の ｢在米史料｣,ハ-クネスによる

"progressreport",前掲 8) No.CIE(A)689, No.CIE

(A)3072.には､"Thematteroftheadvisabilityofincorpo-

ratlngsomeSuggestedtimeallotmentsinthecourseofstudy

asamovetoforestallanyfixedprogramsbeingheldoutfor

bytheCurriculum Committee,wastalkedover"｢教科課

程委員会がなんらかの固定的な教科課程を作ることをあら

かじめ阻止 (forestall)するために､学習指導要領に､時

間配当の示唆をいくらか組み込むことについて相談がなさ

れた｣とある｡

46)前掲 41)

-356-



｢GHQ /SCAP文書｣に見る下級中等教育の教科課程成立過程

47)青木誠四郎 :当時､文部省教科書局調査課長 (1946年 3

月6日から10月 12日まで在任)

48)Monta L.Osborn:当時､ cI&E Education Division

SecondarySchoolOfficer(民間情報教育局教育課中等学

校担当官)1946年6月GH(〕に入る｡

49)前掲8),No.CIE(A)689.

50)原文は､"Thismeetingwasheldwiththepurposeinview

ofestablishingtimeallotmentsforsubjectstobeofferedin

thesecondary schools,grades7112,fortheschoolyear

1947-48.Atthetimethecurriculum wasworkedoutsome

weekago,theMonbushowasdiscouragedfrom makingan

attempttodesignatethenumberofweeklyhoursforeach

subjecL NowthatCourseofStudycommitteehasdevoted

aconsiderableamountoftimetoworkingoutthedetailsof

thecurriculum,ltispossiblethatasatisfactorydivisionof

timeamongsubjectscanbemade.ThissteplSVitalnowas

abasisfortheestablishmentofasystem ofunitcreditsand

entrancerequirementsforhigherinstitutions.Mr.Aokiwill

selectagroupofMombushopersonal,representingallofthe

subjectfieldtodevelopatentativeschedule.Thiswillbe

discussedduringameetlngtObeheldintheEducation

DivisionnextWednesday(November13).Itisanticipated

thatthiswholemattercanbedecidedduringthecourseof

thismeeting."である｡

51) 1946年 7月 18日付の ｢在米史料｣"courseofStudy",

前掲 8)No.CIE(A)662には,｢青木は,次年度4月実施

される学習指導要領作成の責を担っている｡彼の抜擢は極

めて優れた人選である｡彼は､教育問題解決において､現

代の経験主義に基づく客観的な方法をとる着想を備えた数

少ない教育家である｣と記されている｡CI&Eは､青木

を ｢学習指導要領｣作成の責任者として抜擢し､高い信頼

をよせていたことが読み取れる｡

52)前掲8)No.CIE(A)689,No.CIE(A)3072.

53)原文は､"TheagreementreachedthatSecondaryOfficers

oftheEducationDivisionofSCAPshouldbringlnSuggeS-

tionsonthesecondarylevelandthattheundersignedofficer

andDr.Heffernanshoulddraftsomesuggestionsforelemen-

taryprograms,thesesuggestionstobereadyforMr.Aoki's

considerationbyWednesday13November."である｡

54)前掲8),No.CIE(ち)6655.

55)囲硯次郎 :当時､文部省教科書局図書監修官｡

56)大島文義 :当時､文部省教科書局図書監修官｡

57)島田喜知治 :当時､文部省教科書局図書監修官｡

58)前掲9)

59)前掲 15)

60)石山修平 :当時､文部省教科書局第-編修課長｡

61)長谷川淳 :当時､文部省教科書局図書監修官｡

62)久世誠一 :当時､文部省教科書局図書監修官｡

63)重松伊八郎 :当時､文部省教科書局図書監修官｡

64)石森延男 :当時､文部省教科書局図書監修官｡

65)宍戸良平 :当時､文部省教科書局図書監修官｡

66)勝田守一 :当時､文部省教科書局図書監修官｡

67)山形寛 :当時､文部省教科書局図書監修官｡

68)神谷誠之 :当時､文部省教科書局第二編修課主任｡

69)前掲 24)

70)原文は､"Inpracticethelowersecondaryschoolwill,for

severalyearsatleast,beaterminalschoolforthemajority

oりapanesechildren."である｡

71)原文は､"thisschoolmustgivewhateverspecificvoca-

tionaltrainingtheyaretoreceive."である｡

72)原文は､"Mr.Aoki'splanisgenerallyacceptable,buthas

oneseriousdefectItisabsolutelyinflexible,andallowsno

choicetolocalcommunities."である｡

73) 原文は､ "Theschedulepresented bytheMombusho

prescribes4hoursweeklyinvocationalcoursesforgrades7

through9."である｡

74)原文は､"Whatisrequiredfrom theMombushoisatable

oftheminimum numberofhoursinvarioussubjectstobe

offeredbyschoolsthroughoutJapan,withadequateallow-

anceforincreaslngthetimedevotedtovocationalandother

subjectsatthediscretionoftheschooladministratorsofeach

communlty.Mr.AokiwasaskedtokeepthesepolntSin

mind in compilingthenextsuggested scheduleoftime

allotment"である｡

75)前掲41)

76)前掲8),No.CIE(A)694.CIE(D)1783.

77)原文は､"Mr.Nakamuraandhisgroupcameintoday

withaplanwhichwasacceptable."である｡

78) 原文は､"Itisanticipatedthatgirlsnormallywillchoose

HomeEconomicsastheirvocationalsubject,butitisnot

specificallystatedthattheymustdoso.Withthe6hoursof

electives,agreatmanymaychoosetotakeseveralvoca-

tionalcoursesinadditiontoHomeEconomics."である｡

79)原文は､"Thisestablishesanimportantprincipleofequal

educationalopportunityforthesexes}'である｡
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書館 『戦後教育資料』に所収｡

84)原文は､"Becauseofthegeneralabsenceofspecialstudy

hallsand librariesin which studentscan utilizetothe

maximum advantageanumberofperiodsdevotedtofree

study time,noperiodsweresetasideforthispurpose.

However,thereisaprovisionthatstudentsmayusethefour
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theychoosetodoso."である｡

85)田中伸明,｢新制高等学校教科課程の成立過程に関する

考察｣,全国数学教育学会誌,『数学教育学研究』第 13巻,
2007年 2月28日,p.207.

86)前掲6),p.62.

87)前掲6),p.63.

88)前掲6),pp.63-64.
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